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　１　欧州における日系企業の進出
　欧州における日系企業は正確な数値はわかって
いない。しかし，2012年4月にフランスの商工会
議所が調べた，主要都市における会員数は1863と
なっている（パリの推薦会員は含んでいない）。
都市別順位では，デュッセルドルフ（以下，市は
省略：ドイツ）537，アムステルダム（オランダ）
344，ロンドン（イギリス）316，パリ（フランス）
247，ミラノ（イタリア）191，ブリッセル（ベル
ギー）177，ジュネーブ（スイス）51となっている。
　デュッセルドルフは件数ベースで28.8％となっ
ている。このうち製造業に限って比較すると，全
体881件中，同市は297件（33.7％）と構成比が大
きくなる。　ヨーロッパにおける日系企業の一大
集積地域となっているといえる。
　２　当市の概況と集積条件
　デュッセルドルフは，ライン川右岸を中心に西
側に広がっている。市部は平坦で，海抜60-100m
程度の丘陵部が市郊外に延びている。余談になる
がネアンデルタール人の人骨も同市の郊外で発見
されている。　当市は，ノルトライン・ヴェスト
ファーレン州（人口1800万人）の州都（人口約58
万人）で，ルール工業地帯に隣接している。現在，
当市を含む同州の産業集積上の魅力は5点に整理
される。それは①位置：オランダ，ベルギー，フ
ランスの国境線に位置し，半径500km圏域に1億
5000万人の市場を有している。②交通：ルフトハ
ンザ航空が当市の空港を国内第三のハブ空港と位
置付けて発着便を整備している。また，ライン川
による船運も活用できる。③産業：ルール工業地
帯を含み，地域的な技術蓄積が進んでいる：オー
エン（エネルギー），バイエル（製薬），ティッセ
ンクルップ（鉄鋼），ドイツテレコム（通信），ド
イツの州と州都（デュッセルドルフを含む）ヘン
ケル（化学）等，世界的企業が事業展開を行って
いる。④当市の交通：空港と市内中心地は5kmと
近接しており，車で約10分となっている。中規模
都市の利便性が享受できる。⑤オフィス賃料はロ
ンドンが95.1€/㎡に対して，当市は12.5€/㎡と約
8分の１のコストで済む（IVG：2007年）。その他，
大学や研究所も集中し，世界最大級の展示場も
デュッセルドルフおよび近隣のケルンに整備され
ている。
　３　日系企業の進出と集積
　第二次世界大戦後の日系企業の事業活動は，ハ
ンブルク，フランクフルト，デュッセルドルフ等，
いずれに進出するかが懸案だった。その中で，三
菱商事が大合同する頃，機械部門が重機系だっ
たこともあり，当時，ルール工業地帯の「制御
盤」といわれていた当市が有力となった。そして，
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図１　デュッセルドルフ市街地
A：日本人が多く住む地区，一部日系企業の集積
B：中央駅，日系のサービス業・商業，日系事業支援機関等
C：空港：Bより車で約10分
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1955年に三菱商事が進出した。ちなみに大倉商事
も1952年に駐在員を置いていたが，商業登記は三
菱商事のほうが早かった1。日本企業にとっては，
ルール工業地帯の諸科学・諸技術が学べる機会が
あるばかりでなく，特に東西ドイツが統一される
までは，同州のボンに首都が置かれ，現地の情報
収集にも便利であった。やがて，鉄鋼・機械関連
の企業進出が始まり，商社・銀行も進出して日系
企業の集積は加速していった。それを支援するた
め，JETRO（1960），日本クラブ（1964），日本
総領事館（1965），日本商工会議所（1966），日本
人学校（1971），日本人幼稚園（1983）など，支
援団体，付帯サービス機能が充実していった。ま
た，デュッセルドルフも経済振興局がジャパンデ
スクを設置して，専任の職員が日本語で対応して
いる。
　同州経済振興公社の調査によれば，同州の日系
企業の事業活動の地理的範囲は，全世界が4％，
ヨーロッパ全域が55%，ヨーロッパ一部地域が
9％，ドイツ語圏全域が７％，ドイツ全土が16％
となっている。地理的には広範囲にわたって管轄
しているところに特徴がある2。
　４　デュッセルドルフの日系企業
　当市日本商工会議所の調べで，会員企業276の
分布（正会員のみ）は以下の通りとなっている
（2013年1月現在）。現地法人・支店および駐在員
事務所は，商社が33，製造業は191，その他が52
となっている。そのうち，製造業は金属12，重機
械17，軽機械32，自動車関連19，電子・電機41，
化学品46，物資24となっている。商工会議所関係
者への聞き取りによると，これらはほとんどが，
製造業の販売取扱（工場生産ではない）という事
である。
　同市日本商工会議所での聞き取りでは，「リー
マンショック以降は，日本企業の進出は停滞（進
出と撤退が同じ程度）気味」という事である。ま
た，販路に関して，ヨーロッパの商慣習を踏まえ
るなら，それを崩して新たに食い込んでいくのは
難しいそうである。
　若干テーマからそれるが，近年，ドイツでは中
国企業の進出が増えており，当市でもまもなく日
系企業を数の上で凌駕するだろうとの見通しを関
係者が語っていた。これについて，同会議所の会
報3によれば，この中国企業の進出は，当初は「技
術が丸ごと盗まれる」という心配もあり，ケース
によってはデモも発生したそうであるが，うまく
いったケースでは，むしろ経営を現地に任せて，追
加投資を進める等「うれしい誤算」（地元の経営幹
部）もあるそうである。中国人経営者は，ドイツを
技術革新の拠点と見なしており，余計な事をして
技術を横取りするよりは，ずっと技術革新を行っ
てもらうほうがいいと判断しているそうである。
　日系企業は現地化で苦しんでいるところもあ
り，その主な共通点は，日本本社が全てコントロー
ルしようとしているケースが多いと日本商工会議
所の関係者が語っていた。中国企業のケースは参
考になるかもしれない。
　以上が，研究の進捗状況で，JETRO等，業界
関係者へのインタビューを行った後，鋭意聞き取
り調査やアンケートに入る予定である。
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表１　同市日系製造業（主に販売）の立地
合計
現地法人・
支店
駐在員事務
所
金属 12 8 4
重機械 17 15 2
軽機械 32 31 1
自動車関連 19 14 5
電子・電機 41 35 6
化学品 46 37 90
物資 24 22 2
合計 191 162 29
